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第 16回 アジア中古車流通研究会 
主催 ： 京都大学東アジア経済研究センター 
後援 : 京都大学東アジア経済研究センター支援会 
 
2016年 2月 27日(土) 13時～17時 
 







□種谷 謙一 (セントパーツ 代表取締役社長) 
「東アフリカにおける中古部品流通と中古車流通」 
 
□川崎 大輔 (Asean Plus Consulting 代表取締役社長) 
   「スリランカのアフターマーケット」 
 
□松原 武夫 (ヤンマー・インドネシア農業研究所所長) 



















                           
社団法人大阪能率協会常任理事、順利包装集団董事（在上海） 
福喜多技術士事務所所長、東アジアセンター外部研究員 
                                         福喜多俊夫 
 



















   中国の 2014年の粗鋼生産量は 8億 2270万トンで世界の約半分、生産量世界 2





   2016年１月の鋼鉄産業 PMI指数は 46.7で、前月比 6.1ポイント上昇したが、
PMI は 21 カ月連続して景気判断を示す 50 を下回っている。2015 年の粗鋼生産














で稼働率は 78％である。2013年の生産量は 2205.85万トン（中国統計年鑑 2014）
であり、増設分を考慮すれば余剰感は一層高まっている。 
       
 ＊セメント 
   2015年のセメント生産量は 23億 4796万トンで前年比 4.9％減であった（中国






   2015年の平板ガラス生産量は 7億 3865万重量箱で前年比 8.6％減であった（中




  注：１重量箱：厚さ 2mm、比重 2.5の板ガラス 10平方メートルに相当 
 
 ＊造船 





























   中国国家エネルギー局によれば、中国の風力発電装置は 2014 年に前年比 45％







   2015 年における中国自動車業界の総生産能力は 4000 万台を超えると言われて







































で 4300カ所の炭鉱を閉鎖する計画で、これにより年産能力 7億トンが減少する。 

























も強調している。1 月 25 日、「製鉄・石炭産業の時代遅れの生産能力の淘汰を徹底
し、市場の促進力を発揮する。職員の再就職支援、企業のスリム化・健全化の推進、







河北省は 2017 年までに年産 6000 万トンの設備を廃棄する方針。江蘇省は
2015年に無錫市の江蘇沙鋼集団錫興特鋼有限公司を閉鎖し製鉄 110万トン、製
鋼 150万トンを解消する。 





工業情報化部は 2014年 4月に「アルミ業界規範条件」に合致する企業 36社
のリストを発表、この 36社には政府援助を与えるが、その他の企業は援助しな
いとして、零細企業の淘汰を進めようとしている。 
 中国有色金属工業協会は電解アルミ主要 14社の 2015年の減産量は 491万ト
ンと発表している。 
江蘇省は 2015年に電解アルミ 10万トンの過剰生産能力を解消した。 
 
平板ガラス： 




  造船： 























   新華網（1 月 26 日）は「中国の過剰生産能力淘汰、一つの業界で 40 万人が失
業か」という記事を掲載した。昨年末の中央経済工作会議で、過剰生産能力の淘







    

















































































2005年 10.4  12.9 1.8 27.2 1020 28.4 17.6 0.8 ▲0.5 17.6 9.3 
2006年 11.6  13.7 1.5 24.3 1775 27.2 19.9 ▲5.7 4.5 15.7 15.7 
2007年 13.0 18.5 16.8 4.8 25.8 2618 25.7 20.8 ▲8.7 18.7 16.7 16.1 
2008年 9.0 12.9 21.6 5.9 26.1 2955 17.2 18.5 ▲27.4 23.6 17.8 15.9 
2009年 9.1 11.0 15.5 ▲0.7 31.0 1961 ▲15.9 ▲11.3 ▲14.9 ▲16.9 27.6 31.7 
2010年 10.3 15.7 18.4 3.3 24.5 1831 31.3 38.7 16.9 17.4 19.7 19.8 
2011年 9.2 13.9 17.1 5.4 24.0 1549 20.3 24.9 1.1 9.7 13.6 14.3 
2012年 7.7 10.0 14.3 2.7 20.7 2303 7.9 4.3 ▲10.1 ▲3.7 13.8 15.0 
2013年 7.7 9.7 11.4 2.6 19.4 2590 7.8 7.2 ▲8.6 5.3 13.6 14.1 
7月  9.7 13.2 2.7 20.2 178 5.1 10.8 1.2 24.1 14.5 14.3 
8月  10.4 13.4 2.6 21.4 285 7.1 7.1 -11.7 0.6 14.7 14.1 
9月 7.8 10.2 13.3 3.1 19.6 152 -0.4 7.4 -16.8 4.9 14.2 14.3 
10月  10.3 13.3 3.2 19.2 311 5.6 7.5 -8.2 1.2 14.3 14.1 
11月  10.0 13.7 3.0 17.6 338 12.7 5.4 -9.3 2.3 14.2 14.2 
12月 7.7 9.7 13.6 2.5 17.2 256 4.3 8.6 -3.4 -42.6 13.6 14.1 
2014年 7.4 8.3 12.0 2.0 15.2 3824 6.1 0.4 4.41 14.2 12.2 13.6 
1月    2.5 19.8 319 10.5 10.8 -8.6 -4.5 13.2 14.3 
2月    2.0  -230 -18.1 10.4 1.3 4.0 13.3 14.2 
3月 7.4 8.8 12.2 2.4 17.3 77 -6.6 -11.3 6.1 -1.5 12.1 13.9 
4月  8.7 11.9 1.8 16.6 185 0.8 0.7 0.5 3.4 13.2 13.7 
5月  8.8 12.5 2.5 16.9 359 7.0 -1.7 8.4 -6.6 13.4 13.9 
6月 7.5 9.2 12.4 2.3 17.9 316 7.2 5.5 10.3 0.2 14.7 14.0 
7月  9.0 12.2 2.3 15.6 473 14.5 -1.5 14.0 -17.0 13.5 13.4 
8月  6.9 11.9 2.0 13.3 498 9.4 -2.1 5.2 -14.0 12.8 13.3 
9月 7.3 8.0 11.6 1.6 11.5 310 15.1 7.2 9.4 1.9 11.6 13.2 
10月  7.7 11.5 1.6 13.9 454 11.6 4.6 8.7 1.3 12.1 13.2 
11月  7.2 11.7 1.4 13.4 545 4.7 -6.7 -8.6 22.2 12.0 13.4 
12月 7.3 7.9 11.9 1.5 12.6 496 9.5 -2.3 6.1 10.3 11.0 13.6 
2015年             
1月    0.8  600 -3.3 -20.0 2.2 -1.1 10.6 14.3 
2月    1.4  606 48.3 －20.8 49.8 0.1 11.1 14.7 
 3月 7.0 5.6 10.2 1.4 13.1 31 -15.0 -12.9 0.3 1.3 9.9 14.7 
4月  5.9 10.0 1.5 9.6 341 -6.5 -16.4 2.9 10.2 9.6 14.4 
5月  6.1 10.1 1.2 9.9 595 －2.4 －17.7 －14.0 8.1 10.6 14.3 
6月 7.0 6.8 10.6 1.4 11.6 465 2.8 －6.3 4.6 1.1 10.2 14.4 
7月  6.0 10.5 1.6 9.9 430 －8.4 －8.2 9.6 5.2 13.3 15.7 
8月  6.1 10.8 2.0 9.1 602 －5.6 －13.9 23.9 20.9 13.3 15.7 
9月 6.9 5.7 10.9 1.6 6.8 603 －3.8 －20.5 5.2 6.1 13.1 15.8 
10月  5.6 11.0 1.3 9.3 616 -7.0 -19.0 2.5 2.9 13.5 15.6 
11月  6.2 11.2 1.5 10.8 541 －7.2 －9.2 27.7 0.0 13.7 15.3 
12月 6.8 5.9 11.1 1.6 6.8 594 －1.7 －7.6 17.2 ―45.1 13.3 15.0 
注：1.①「実質 GDP増加率」は前年同期（四半期）比、その他の増加率はいずれも前年同月比である。 
2.中国では、旧正月休みは年によって月が変わるため、1月と 2月の前年同月比は比較できない場合があるので注意 
されたい。また、(  )内の数字は 1月から当該月までの合計の前年同期に対する増加率を示している。 
  3. ③「消費財小売総額」は中国における「社会消費財小売総額」、④「消費者物価指数」は「住民消費価格指数」に
対応している。⑤「都市固定資産投資」は全国総投資額の 86%（2007 年）を占めている。⑥―⑧はいずれもモノの
貿易である。⑨と⑩は実施ベースである。 
出所：①―⑤は国家統計局統計、⑥⑦⑧は海関統計、⑨⑩は商務部統計、⑪⑫は中国人民銀行統計による。 
